
県内企業の2025年夏季賞与・一時金支給結果［単純平均］

2025年夏季賞与・一時金支給結果〈最終集計〉

調査報告調査報告

　希望に応じて男女ともに仕事と育児等を両立できるよう、柔軟な育児休業の取得等を促進し、全世代対応型
の社会保障制度を構築することを目的として、2022年10月の法改正により育児休業中の保険料免除要件が見直
されています。　
　近年、男性の育児休業取得率も上がっていますが、男性の取得期間は女性と比べると短い場合が多く、社会

３歳に満たない子を養育するための育児休業等（育児休業及び育児休業に準じる休業）期間は、
事業主が「育児休業等取得者申出書」を提出することにより、
健康保険・厚生年金保険の保険料が事業主負担分・被保険者負担分ともに免除されます。
原則は、「育児休業等を開始した当日の属する月」から「終了した日の翌日が属する月の前月」までですが、
以下も保険料免除の対象となります。

　育児休業等を開始した日の属
する月内に、14日以上（休業期
間中に就業予定日がある場合は
当該就業日を除く。また、土日
等の休日も期間に含む。）の育
児休業等を取得した場合も、当
該月の月額保険料が免除されま
す。

　賞与保険料は、賞与を支払っ
た月の末日を含んだ連続した１
か月を超える育児休業等を取得
した場合に免除されます。
　１か月を超えるかは暦日で判
断し、土日等の休日も期間に含
みます。15%
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　会員企業を対象に実施した「2025年夏季賞
与・一時金支給結果」（単純平均・最終集
計）は、集計可能な172社の支給額平均が
557,524円で、今回回答のあった172社の前年同
期の支給額平均534,980円と比べると、金額で
22,544円、率で4.21％増と、４年連続増加とな
った。
　業種別では、製造業は前年同期比4.67％増加
の541 , 273円、非製造業は同3.78％増加の
574,158円という結果となった。
　製造業では12業種中10業種が増加し、その
他製造業は14 . 35％、木材・パルプ・紙は
12.88%の増加となった反面、電子・電気機械
器具が3.47％、鉄鋼・非鉄金属が2.84%減少と
なった。
　非製造業では10業種中回答可能な９業種全
てで増加し、建設が7.36％、学術・専門・技術
サービスが6.26％増加となった。
　しかしながら、製造業、非製造業ともに、
企業間のばらつきが見受けられた。

（％） （円）  （円）

業種別前年比増減率

①調査対象450社のうち、集計可能な回答のあった172社の
　数値である。
②「2024年夏季支給額」は、今回「2025年夏季支給額」の
　回答があった企業の数値である。
③平均欄の上段は一社当たりの単純平均、下段の（　　）内
　は一人当たりの加重平均である。
④年間総額しかつかめない企業については、夏冬に分割し
　集計に含めた。 

（注）
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▶制度の詳しい内容や届書様式については、
　日本年金機構ホームページをご覧ください。
　　　　　https://www.nenkin.go.jp/

（例）月額保険料の免除　※斜線部分が免除月

（例）賞与保険料の免除　※斜線部分が免除月

　これまで通り7月分の保険料免除！

育休開始月の7月に14日以上取得している場合
保険料免除！

「人事・労務出前相談室」のご案内　＜１申込みにつき初回無料＞
　会員企業の皆さまを対象とした、人事・労務に関する出前相談を、１申込みにつき、
初回無料でお受けいたします。詳しくは、当協会ホームページをご覧ください。

出典：厚生労働省・日本年金機構「令和4年10月から育児休業等
　　　期間中の社会保険料免除要件が見直されます」より
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保険料免除の際には注意が必要です。今一度、育児休業等期間中の社会保険料免除について注意点を確認します。
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